
四 新設合併消滅組合の組合員に対して支払をする金額を定めたときは、その定め  

五 その他厚生労働省令で定める事項   

（吸収合併消滅組合の手続）  

第六十八条 吸収合併消滅組合は、次に掲げる日のいずれか早い日から吸収合併の効力が   

生ずる日までの間、吸収合併契約の内容その他厚生労働省令で定める事項を記載し、又   

は記録した書面又は電磁的記録をその主たる事務所に備え置かなければならない。   

－ 第三項の総会の会日の二週間前の日   

二 第四項において準用する第四十九条第三項の規定による公告の日又は第四項におし、  

て準用する同条第三項の規定による催告の日のいずれか早い日  

2 吸収合併消滅組合の組合員及び債権者は、当該吸収合併消滅組合に対して、その業務   

取扱時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第   

四号に掲げる請求をするには、当該吸収合併消滅組合の定めた費用を支払わなければな   

らない。   

－ 前項の書面の閲覧の請求   

二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求   

三 前項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したも  

のの閲覧の請求   

四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって厚生労働省令で定めるも  

のにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求  

3 吸収合併消滅組合は、効力発生日の前日までに、総会の決議によって、合併契約の承   

認を受けなければならない。  

4 吸収合併消滅組合については、第四十九条及び第四十九条のこの規定を準用する。  

5 吸収合併消滅組合は、吸収合併存続組合との合意により、効力発生日を変更すること   

ができる。  

6 前項の場合には、吸収合併消滅組合は、変更前の効力発生日（変更後の効力発生日が   

変更前の効力発生日前の日である場合にあっては、当該変更後の効力発生日）の前日ま   

でに、変更後の効力発生日を公告しなければならない。  

7 第五項の規定により効力発生日を変更したときは、変更後の効力発生日を効力発生日   

とみなしてヾ この粂、次条及び第七十条の規定を適用する。   

（吸収合併存続組合の手続）  

第六十八粂の二 吸収合併存続組合は、次に掲げる日のいずれか早い日から吸収合併の効   

力が生じた日後六月を経過する日までの間、吸収合併契約の内容その他厚生労働省令で   

定める事項を記載し、又は記録した書面又は電磁的記録をその主たる事務所に備え置か   

なければならない。   

－ 吸収合併契約について総会の決議によってその承認を受けなければならないとき  

は、当該総会の全日の二週間前の日   

二 第五項の規定による公告又は通知の日のいずれか早い日   

三 第六項において準用する第四十九条第三項の規定による公告の日又は第六項におい  
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て準用する同条第三項の規定による催告の日のいずれか早い日  

2 吸収合併存続組合の組合員及び債権者は、当該吸収合併存続組合に対して、その業務   

取扱時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第   

四号に掲げる請求をするには、当該吸収合併存続組合の定めた費用を支払わなければな   

らない。   

一 前項の書面の閲覧の請求   

二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求   

三 前項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したも  

のの閲覧の請求   

四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって吸収合併存続組合の定め  

たものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求  

3 吸収合併存続組合は、効力発生日の前日までに、総会の決議によって、吸収合併契約   

の承認を受けなければならない。ただし、吸収合併消滅組合の総組．合員の数が吸収合併   

存続組合の総組合員の数の五分の一を超えない場合であって、かつ、吸収合併消滅組合   

の最終の貸借対照表により現存する総資産額が吸収合併存続組合の最終の貸借対照表に   

より現存する総資産額の五分の一を超えない場合の合併については、この限りでない。  

4 吸収合併存続組合が前項ただし書の規定により総会の決議を経ないで合併をする場合   

において、 吸収合併存続組合の総組合員の六分の一以上の組合員が次項の規定による公   

告又は通知の日から二週間以内に合併に反対する旨を吸収合併存続組合に対し通知した   

ときは、効力発生日の前日までに、総会の決議によって、 吸収合併契約の承認を受けな   

ければならない。  

5 吸収合併存続組合が第三項ただし書の規定により総会の決議を経ないで合併をする場   

合には、吸収合併存続組合は、効力発生日の二十日前までに、合併をする旨並びに吸収   

合併消滅組合の名称及び住所を公告し、又は組合員に通知しなければならない。  

6 吸収合併存続組合については、第四十九条及び第四十九条のこの規定を準用する。  

7 吸収合併存続組合は、吸収合併の効力が生じた日後遅滞なく、吸収合併により吸収合   

併存続組合が承継した吸収合併消滅組合の権利義務その他の吸収合併に関する事項とし   

て厚生労働省令で定める事項を記簸し、又は記録した書面又は電磁的記録を作成しなけ   

ればならない。  

8 吸収合併存続組合は、吸収合併の効力が生じた日から六月間、前項の書面又は電磁的   

記録をその主たる事務所に備え置かなければならない。  

9 吸収合併存続組合の組合員及び債権者は、当該吸収合併存続組合に対して、その業務   

取扱時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第   

四号に掲げる請求をするには、当該吸収合併存続組合の定めた費用を支払わなければな   

らない。   

一 第七項の書面の閲覧の請求   

二 第七項の書面の謄本又は抄本の交付の請求   

三 第七項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示した  

ものの閲覧の請求   

四 第七項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって吸収合併存続組合の定  
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めたものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求   

（新設合併消滅組合の手続）  

第六十八条の三 新設合併消滅組合は、次に掲げる日のいずれか早い日から新設合併設立   

組合の成立の日までの間、新設合併契約の内容その他厚生労働省令で定める事項を記載   

し、又は記録した書面又は電磁的記録をその主たる事務所に備え置かなければならない。   

一 策三項の総会の会日の二週間前の日   

二 第四項において準用する第四十九条第三項の規定による公告の日又は第四項におい  

て準用する同条第三項の規定による催告の日のいずれか早い日  

2 新設合併消滅組合の組合員及び債権者は、当該新設合併消滅組合に対して、その業務   

取扱時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第   

四号に掲げる請求をするには、当該新設合併消滅組合の定めた費用を支払わ■なければな   

らない。   

一 前項の書面の閲覧の請求   

二 前項の書面の謄本文は抄本の交付の請求   

三 前項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したも  

のの閲覧の請求   

四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって新設合併消滅組合の定め  

たものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求  

3 新設合併消滅組合は、総会の決議によって、新設合併契約の承認を受けなければなら   

ない。  

4 新設合併消滅組合については、第四十九条及び第四十九条のこの規定を準用する。   

（新設合併設立組合の手続等）  

第六十八条の四 前章（第六十一条を除く。）の規定は、新設合併設立組合の設立につい   

ては、適用しない。  

2 合併によって組合を設立するには、各組合の総会において組合員又は会員たる組合の   

役員のうちから選任した設立委員が共同して定款を作成し、役員を選任し、その他設立   

に必要な行為をしなければならない。  

3 前項の規定による設立委員の選任については、第四十二条の規定を準用する。  

4 第二項の規定による役員は、合併しようとする組合の組合員又は会員たる組合の役員   

のうちから、これを選任しなければならない。  

5 第二項の規定による役員の選任については、第二十八条第三項、第四項及び第六項の   

規定を準用する。  

6 新設合併設立組合は、成立の日後遅滞なく、新設合併により新設合併設立組合が承継   

した新設合併消硬組合の権利義務その他の新設合併に関する事項として厚生労働省令で   

定める事項を記載し、又は記録した書面又は電磁的記録を作成しなければならない。  

7 新設合併設立組合は、成立の日から六月間、前項の書面又は電磁的記録をその主たる   

事務所に備え置かなければならない。  

8 新設合併設立組合の組合員及び債権者は、当該新設合併設立組合に対して、その業務  
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取扱時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第  

四号に掲げる請求をするには、当該新設合併設立組合の定めた費用を支払わなければな  

らない。  

一 第六項の書面の閲覧の請求  

二 第六項の書面の謄本又は抄本の交付の請求  

三 第六項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示した   

ものの閲覧の請求  

四 第六項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって新設合併設立組合の定   

めたものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求   

（合併の認可）  

第六十九条 組合の合併については、行政庁の認可を受けなければ、その効力を生じない。  

2 前項の認可については、共済事業又は貸付事業を行う組合にあっては第五十七条第二   

項及び第五十八条の規定を、その他の組合にあっては第五十七条第二項、第五十八条及   

び第五十九条の規定を準用する。   

（合併の効果）  

第七十条 吸収合併存続組合は、効力発生日又は前条第一項の行政庁の認可を受けた日の   

いずれか遅い日に、吸収合併消滅組合の権利義務（その組合がその行う事業に閲し、行   

政庁の許可、認可その他の処分・に基づいて有する権利義務を含む。次項において同じ。）   

を承継する。  

2 新設合併設立組合は、その成立の日に、新設合併消滅組合の権利義務を承継する。   

（合併の無効の訴え）  

第七十一条 組合の合併の無効の訴えについては、会社法第八百二十八条第一項（第七号   

及び第八号に係る部分に限る。）及び第二項（第七号及び第八号に係る部分に限る。）、   

第八百三十四条（第七号及び第八号に係る部分に限る。）、第八百三十五条第一項、第   

八百三十六条から第八百三十九条まで、第八百四十三条（第一項第三号及び第四号並び   

に第二項ただし書を除く。）並びに第八百四十六条の規定を、この条において準用する   

同法第八百四十三条第四項の申立てについては、同法第八百六十八条第五項、第八百七   

十条（第十五号に係る部分に限る。）、第八百七十一条本文、第八百七十二条（第四号   

に係る部分に限る。）、第八百七十三条本文、第八百七十五条及び第八百七十六条の規   

定を準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文］会社法   

（会社の組織に関する行為の無効の訴え）  

第八百二十八条 次の各号に掲げる行為の無効は、当該各号に定める期間に、訴えをもっ   

てのみ主張することができる。   

七 会社の吸収合併 吸収合併の効力が生じた日から六箇月以内   

八 会社の新設合併 新設合併の効力が生じた日から六箇月以内  
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2 次の各号に掲げる行為の無効の訴えは、当該各号に定める者に限り、提起することが   

できる。   

七 前項第七号に掲げる行為 当該行為の効力が生じた日において吸収合併をする会社   

の株主等若しくは社員等であった音叉は吸収合併後存続する会社の株主等、社員等、   

破産管財人若しくは吸収合併について承認をしなかった債権者   

八 前項第八号に掲げる行為 当該行為の効力が生じた日において新設合併をする会社   

の株主等若しくは社員等であった者又は新設合併により設立する会社の株主等、社員   

等、破産管財人若しくは新設合併について承認をしなかった債権者   

（被告）  

第八百三十四条 次の各号に掲げる訴え（以下この節において「会社の組織に関する訴え」   

と絵称する。）については、当該各号に定める者を被告とする。   

七 会社の吸収合併の無効の訴え 吸収合併後存続する会社   

八 会社の新設合併の無効の訴え 新設合併により設立する会社   

（訴えの管轄及び移送）  

第八百三十五条 会社の組織に関する訴えは、被告となる会社の本店の所在地を管轄する   

地方裁判所の管轄に専属する。   

（担保提供命令）  

第八百三十六条 会社の組織に関する訴えであって、株主又は設立時株主が提起すること   

ができるものについては、裁判所は、被告の申立てにより、当該会社の組織に関する訴   

えを提起した株主又は設立時株主に対し、相当の担保を立てるべきことを命ずることが   

できる。ただし、当該株主が取締役、監査役、執行役若しくは清算人であるとき、又は   

当該設立時株主が設立時取締役若しくは設立時監査役であるときは、この限りでない。  

2 前項の規定は、会社の組織lこ関する訴えであって、債権者が提起することができるも   

のについて準用する。  

3 被告は、第一項（前項において準用する場合を含む。）の申立てをするには、原告の   

訴えの提起が悪意によるものであることを疎明しなければならない。   

（弁論等の必要的併合）  

第八百三十七粂 同一の請求を目的とする会社の組織に関する訴えに係る訴訟が数個同時   

に係属するときは、その弁論及び裁判は、併合してしなければならない。   

（認容判決の効力が及ぶ者の範囲）  

第八百三十八条 会社の組織に関する訴えに係る請求を認容する確定判決は、第三者に対   

してもその効力を有する。   

（無効又は取消しの判決の効力）  

第八百三十九条 会社の組織に関する訴え（第八百三十四条第一号から第十二号まで、第  
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十八号及び第十九号に掲げる訴えに限る。）に係る請求を認容する判決が確定したとき  

は、当該判決において無効とされ、又は取り消された行為（当該行為によって会社が設  

立された場合にあっては当該設立を含み、当該行為に際して株式又は新株予約権が交付  

された場合にあっては当該株式又は新株予約権を含む。）は、将来に向かってその効力  

を失う。   

（合併又は会社分割の無効判決の効力）  

第八百四十三条 次の各号に掲げる行為の無効の訴えに係る請求を認容する判決が確定し   

たときは、当該行為をした会社は、当該行為の効力が生じた日後に当該各号に定める会   

社が負担した債務について、連帯して弁済する責任を負う。   

一 会社の吸収合併 吸収合併後存続する会社   

会社の新設合併 新設合併により設立する会社   

三・四 （略）  

2 前項に規定する場合には、同項各号に掲げる行為の効力が生じた日後に当該各号に定   

める会社が取得した財産は、当該行為をした会社の共有に属する。（ただし書き 略）  

3 第一項及び前項本文に規定する場合には、各会社の第一項の債務の負担部分及び前項   

本文の財産の共有持分は、各会社の協議によって定める。  

4 各会社の第一項の債務の負担部分又は第二項本文の財産の共有持分について、前項の   

協議が調わないときは、裁判所は、各会社の申立てにより、第一項各号に掲げる行為の   

効力が生じた時における各会社の財産の額その他一切の事情を考慮して、これを定める。   

（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）  

第八百四十六条 会社の組織に関する訴えを提起した原告が敗訴した場合において、原告   

に悪意又は重大な過失があったときは、原告は、被告に対し、連帯して損害を賠償する   

責任を負う。   

（非訟事件の管轄）  

第八百六十八条  

5 第八百四十三条第四項の申立てに係る事件は、同条第一項各号に掲げる行為の無効の   

訴えの第一審の受訴裁判所の管轄に属する。   

（陳述の聴取）  

第八百七十条 裁判所は、この法律の規定（第二編第九章第二節を除く。）による非訟事   

件についての裁判のうち、次の各号に掲げる裁判をする場合には、当該各号に定める者   

（第四号及び第六号にあっては、申立人を除く。）の陳述を聴かなければならない。   

十五 第八百四十三条第四項の申立てについての裁判 同項に規定する行為をした会社   

（理由の付記）  

第八百七十一条 この法律の規定による非訟事件についての裁判には、理由を付さなけれ   

ばならない。  
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（即時抗告）  

第八百七十二条 次の各号に掲げる裁判に対しては、当該各号に定める者は、即時抗告を   

することができる。   

四 第八百七十条各号に掲げる裁判 申立人及び当該各号に定める者（同条第二号、第  

五号及び第七号に掲げる裁判にあっては、当該各号に定める者）   

（原裁判の執行停止）  

第八百七十三条 前条の即時抗告は、執行停止の効力を有する。   

（非訟事件手続法の規定の適用除外）  

第八百七十五条 この法律の規定による非訟事件については、非訟事件手続法第十五条の   

規定は、適用しない。   

（最高裁判所規則）  

第八百七十六条 この法律に定めるもののほか、この法律の規定による非訟事件の手続に   

関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。   

（清算人）  

第七十二条 組合が解散したときは、合併及び破産手続開始の決定による解散の場合を除   

いては、理事が、その清算人となる。ただし、総会において他人を選任したときは、こ   

の限りでない。   

（会社法等の準用）  

第七十三粂 組合の解散及び清算については、会社法第四百七十五条（第三号を除く。）、   

第四首七十六条、第四百七十八条第二項及び第四項、第四百七十九条第一項及び第二項   

（各号列記以外の部分に限る。）、第四百八十一条、第四百八十三条第四項及び第五項、   
第四百八十四条、第四百八十五条、第四百八十九条第四項及び第五項、第四百九十二条   

第一項から第三項まで、第四百九十九条から第五首三条まで、第五百七粂、第八百六十   

八条第一項、第八百六十九条、第八百七十条（第二号及び第三号に係る部分に限る。）、   

第八百七十一条、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）、第八百七十四条（第   

一号及び第四号に係る部分に限る。）、第八百七十五条並びに第八百七十六条の規定を、   

組合の清算人については、第二十九条の二、第二十九条の三、第三十条の二、第三十条   

の三第一項及び第二項、第三十条の四から第三十一条のこまで（第三十条の七第二項を   

除く。）、第三十一条の三第→項から第三項まで、第三十一条の四第一項及び第二項（第   

一号に係る部分に限る。）、第三十一条の五、第三十一条の七（第一項及び第十項を除   

く。）、第三十五条第二項から第四項まで、第三十六条、第三十七条第二項、第四十三   

粂並びに第四十五条第二項から第四項まで並びに同法第三百五十七粂第一項、同法第三   

百六十条第三項の規定により読み替えて適用する同条第一項並びに同法第三百六十一   

条、第三百八十一条第二項、第三百八十二条、第三百八十三粂第一項本文、第二項及び  
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第三項、第三百八十四条から第三百八十六条まで並びに第五百八条の規定を、組合の清  

算人の責任を追及する訴えについては、同法第七編第二章第二節（第八百四十七条第二  

項、第八百四十九条第二項第二号及び第五項並びに第八百五十一条を除く。）の規定を  

準用する。この場合において、第三十一条の七第二項中「貸借対照表、損益計算書及び  

剰余金処分案又は損失処理案」とあるのは「貸借対照表」と、「事業報告書」とあるの  

は「事務報告書」と、同条第三項及び第五項から第八項までの規定中「事業報告書」と  

あるのは「事務報告書」と、同条第九項中「事業報告書」とあるのは「事務報告書」と、  

「二週間」とあるのは「一週間」と、「五年間」とあるのは「清算結了の登記の暗まで  

の間」と、同法第三百八十二条中「取締役（取締役会設置会社にあ っては、取締役会）」  

とあるのは「清算人会」と、同法第三百八十四条中「法務省令」とあるのは「厚生労働  

省令」と、同法第四百七十五条第一号中「第四百七十一条第四号」とあるのは「消費生  

活協同組合法第六十二条第一項第四号」と、同法第四百七十八条第二項中「前項」とあ  

るのは「消費生活協同組合法第七十二条」と、同法第四百七十九条第二項各号列記以外  

の部分中「次に掲げる株主」とあるのは「総組合員の五分の一（これを下回る割合を定  

款で定めた場合にあっては、その割合）以上の同意を得た組合員」と、同法第四百八十  

三条第四項中「第四百七十八条第一項第一号」とあるのは「消費生活協同組合法第七十  

二条」と、同法第四百九十二条第一項中「法務省令」とあるのは「厚生労働省令」と、  

同法第四百九十九条第一項中「官報に公告し」とあるのは「公告し」と、同法第五百七  

条第一項並びに第八百四十七条第n項及び第四項中「法務省令」とあるのは「厚生労働  

省令」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文］会社法（読み替え後）   

（清算の開始原因）  

第四百七十五条 抹式会社は、次に掲げる場合には、この章の定めるところにより、清算   

をしなければならない。   

一 解散した場合（消費生活協同組合法第六十二条第一項第四号に掲げる事由によっ  

て解散した場合及び破産手続開始の決定により解散した場合であって当該破産手続が  

終了していない場合を除く。）   

設立の無効の訴えに係る請求を認容する判決が確定した場合   

三 （略）   

（清算株式会社の能力）  

第四百七十六条 前条の規定により清算をする株式会社（以下「清算株式会社」という。）   

は、清算の目的の範囲内において、清算が結了するまではなお存続するものとみなす。   

（清算人の就任）  

第四百七十八条  

2 消責生活協同組合法第七十二条の規定により清算人となる者がないときは、裁判所は、   

利害関係人の申立てにより、清算人を選任する。  

4 第一項及び第二項の規定にかかわらず、第四百七十五条第二号又は第三号に掲げる場  
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合に該当することとなった清算株式会社については、裁判所は、利害関係人の申立てに  

より、清算人を選任する。   

（清算人の解任）  

第四百七十九条 清算人（前条第二噴から第四項までの規定により裁判所が選任したもの   

を除く。）は、いつでも、株主総会の決諌によって解任することができる。  

2 重要な事由があるときは、裁判所は、絵組合員の五分の－（これを下回る割合を定款   

で定めた場合にあっては、その割合）以上の同意を得た組合員の申立てにより、清算人   

を解任することができる。   

（清算人の職務）  

第四百八十一条 清算人は、次に掲げる職務を行う。   

一 現務の結了   

二 債権の取立て及び債務の弁済   

三 残余財産の分配   

（清算株式会社の代表）  

第四百八十三条．  

4 消費生活協同組合法第七十二条の規定により取締役が清算人となる場合において、代   

表取締役を定めていたときは、当該代表取締役が代表清算人となる。  

5 裁判所は、第四百七十八条第二項から第四項までの規定により清算人を選任する場合   

には、その清算人の中から代表清算人を定めることができる。   

（清算株式会社についての破産手続の開始）  

第四百八十四条 清算株式会社の財産がその債務を完済するのに足りないことが明らかに   

なったときは、清算人は、直ちに破産手続開始の申立てをしなければならない。  

2 清算人は、清算株式会社が破産手続開始の決定を受けた場合において、破産管財人に   

その事務を引き♯いだときは、その任務を終了したものとする。  

3 前項に規定する場合において、清算株式会社が既に債権者に支払い、又は株主に分配   

したものがあるときは、破産管財人は、これを取り戻すことができる。   

（裁判所の選任する清算人の報酬）  

第四百八十五条 裁判所は、第四百七十八条第二噴から第四境までの規定により清算人を   

選任した場合には、清算株式会社が当該清算人に対して支払う報酬の琴を定めることが   

できる。   

（清算人会の権限等）  

第四百八十九条  

4 清算人会は、その選定した代表清算人及び第四百八十三条第四項の規定により代表清   

算人となった者を解職することができる。  
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5 第四百八十三条第五項の規定により裁判所が代表清算人を定めたときは、清算人会は、   

代表清算人を選定し、又は解職することができない。   

（財産目録等の作成等）  

第四百九十二条 清算人（清算人会設置会社にあっては、第四百八十九条第七項各号に掲   

げる清算人）は、その就任後遅滞なく、清算株式会社の財産の現況を調査し、厚生労働   

省令で定めるところにより、第四百七十五条各号に掲げる場合に該当することとなった   

日における財産目録及び貸借対照表（以下この条及び次条において「財産目録等」とい   

う。）を作成しなければならない。  

2 清算人会設置会社においては、財産目録等は、清算人会の承認を受けなければならな   

い。  

3 清算人は、財産目録等（前項の規定の適用がある場合にあっては、同項の承認を受け   

たもの）を株主総会に提出し、又は提供し、その承認を受けなければならない。   

（債権者に対する公告等）  

第四百九十九条 清算株式会社は、第四百七十五条各号に掲げる場合に該当することとな   

った後、遅滞なく、当該清算株式会社の債権者に対し、一定の期間内にその債権を申し   

出るべき旨を公告し、かう、知れている債権者には、各別にこれを催告しなければなら   

ない。ただし、当該期間は、ニ箇月を下ることができない。  

2 前項の規定による公告には、当該債権者が当該期間内に申出をしないときは清算から   

除斥される旨を付記しなければならない。   

（債務の弁済の制限）  

第五百条 清算株式会社は、前条第一項の期間内は、債務の弁済をすることができない。   

この場合において、清算株式会社は、その債務の不履行によって生じた責任を免れるこ   

とができない。  

2 前項の規定にかかわらず、清算株式会社は、前条第一項の期間内であっても、裁判所   

の許可を得て、少額の債権、清算株式会社の財産につき存する担保権によって担保され   

る債権その他これを弁済しても他の債権者を害するおそれがない債権に係る債務につい   

て、その弁済をすることができる。この場合において、当該許可の申立ては、清算人が   

二人以上あるときは、その全員の同意によってしなければならない。   

（条件付債権等に係る債務の弁済）  

第五百一条 清算株式会社は、条件付債権、存続期間が不確定な債権その他その額が不確   

定な債権に係る債務を弁済することができる。この場合においては、これらの債権を評   

価させるため、裁判所に対し、鑑定人の選任の申立てをしなければならない。  

2 前項の場合には、清算株式会社は、同項の鑑定人の評価に従い同項の債権に係る債務   

を弁済しなければならない。  

3 第一項の鑑定人の選任の手続に関する費用は、清算株式会社の負担とする。当該鑑定   

人による鑑定のための呼出し及び質問に関する費用についても、同様とする。  

－85－   



（債務の弁済前における残余財産 の分配の制限）  

第五百二条 清算株式会社は、当該清算株式会社の債務を弁済した後でなければ、その財   

産を株主に分配することができない。ただし、その存否又は暮引こついて争いのある債権   

に係る債務についてその弁済をするために必要と認められる財産を留保した場合は、こ   

の限りでない。   

（清算からの除斥）  

第五百三条 清算株式会社の債権者（知れている債権者を除く。）であって第四百九十九   

条第一項の期間内にその債権の申出をしなかったものは、清算から除斥される。  

2 前項の規定により清算から除斥された債権者は、分配がされていない残余財産に対し   

てのみ、弁済を請求することができる。  

3 清算株式会社の残余財産を株主の一部に分配した場合には、当該株主の受けた分配と   

同一の割合の分配を当該株主以外の株主に対してするために必要な財産は、前項の残余   

財産から控除する。  

第五百七条 清算株式会社は、清算事務が終了したときは、遅滞なく、厚生労働省令で定   

めるところにより、決算報告を作成しなければならない。  

2 清算人会設置会社においては、決算報告は、清算人会の承認を受けなければならない。  

3 清算人は、決算報告（前項の規定の適用がある場合にあっては、同項の承認を受けた   

もの）を株主総会に提出し、又は提供し、その承認を受けなければならない。  

4 前項の承認があったときは、任務を怠ったことによる清算人の損害賠償の責任は、免   

除されたものとみなす。ただし、清算人の職務の執行に閲し不正の行為があったときは、   

この限りでない。   

（非訟事件の管轄）  

第八百六十八条 この法律の規定による非訟事件（次項から第五項までに規定する事件を   

除く。）は、会社の本店の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。   

（疎明）  

第八百六十九条 この法律の規定による■許可の申立てをする場合には、その原因となる事   

実を疎明しなければならない。   

（陳述の聴取）  

第八百七十条 裁判所は、この法律の規定（第二編第九章第二節を除く。）による非訟事   

件についての裁判のうち、次の各号に掲げる裁判をする場合には、当該各号に定める者   

（第四号及び第六号にあっては、申立人を除く。）の陳述を聴かなければならない。   

二 第三召四十六条第二項、第三百五十一条第二項若しくは第四百一条第三項（第四百  

三条第三項及び第四百二十条第三頓において準用する場合を含む。）の規定により選   

任された一時取締役、会計参与、監査役、代表取締役、委員、執行役若しくは代表執・  
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行役の職務を行うべき者、清算人、第四百七十九条第四項において準用する第三百四   

十六条第二項若しくは第四百八十三条第六項において準用する第三百五十一条第二項   

の規定により選任された一時清算人若しくは代表清算人の職務を行うべき者、検査役   

又は第八百二十五条第二項（第八百二十七条第二項において準用する場合を含む。）   

の管理人の報酬の額の決定 当該会社及び報酬を受ける者  

三 清算人又は社債管理者の解任についての裁判 当該清算人又は社債管理者   

（理由の付記）  

第八百七十一条 この法律の規定による非訟事件についての裁判には、理由を付さなけれ   

ばならない。ただし、次に掲げる裁判については、この限りでない。   

一 前条第二号に掲げる裁判   

二 第八百七十四条各号に掲げる裁判   

（即時抗告）  

第八百七十二条 次の各号に掲げる裁判に対しては、当該各号に定める者は、即時抗告を   
することができる。   

四 第八百七十条各号に掲げる裁判 中立人及び当該各号に定める者（同条第二号、第  

五号及び第七号に掲げる裁判にあっては、当該各号に定める者）   

（不服申立ての制限）  

第八百七十四条 次に掲げる裁判に対しては、不服を申し立てることができない。   

－ 第八百七十条第二号に規定する一時取締役、会計参与、監査役、代表取締役、委員、  

執行役若しくは代表執行役の職務を行うべき者、清算人、代表清算人、清算持分会社  

を代表する清算人、同号に規定する一時清算人若しくは代表清算人の職務を行うべき  

者、検査役、第五百一条第一項（第八百二十二条第三項において準用する場合を含む。）  

若しくは第六百六十二条第一項の鑑定人、第五百八条第二項（第八百二十二条第三項  

において準用する場合を含む。） 

する者、社債管理者の特別代理人又は第七百十四条第三項の事務を承継する社債管理  

者の選任又は選定の裁判   

四 この法律の規定による許可の申立てを認容する裁判（第八百七十条第一号及び第十  

二号に掲げる裁判を除く。）   

（非訟事件手続法の規定の適用除外）  

第八百七十五条 この法律の規定による非訟事件については、非訟事件手続法第十五条の   

規定は、適用しない。   

（最高裁判所規則）  

第八百七十六条 この法律に定めるもののほか、この法律の規定による非訟事件の手続に   

関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。  
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［準用条文］生協法（読み替え後）   

（組合と役員との関係）  

第二十九条の二 組合と役員との関係は、委任に関する規定に従う。   

（役員の資格等）  

第二十九条の三 次に掲げる者は、役員となることができない。   

一 法人   

二 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている  

者   

三 この法律、会社法若しくは一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八  

年法律第四十八号）の規定に違反し、又は民事再生法（平成十一年法律案二百二十五  

号）第二百五十五条、第二百五十六条、第二百五十八条から第二百六十条まで若しく  

は第二百六十二条の罪若しくは破産法（平成十六年法律第七十五号）第二百六十五条、  

、第二百六十六条、第二百六十八条から第二百七十二条まで若しくは第二百七十四条の  

罪を犯し、刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなつ  

た日からこ年を経過しない者   

四 前号に規定する法律の規定以外の法令の規定に違反し、禁錮以上の刑に処せられ、  

その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者（刑の執行猶予  

中の者を除く。）  

2 前項各号に掲げる者のほか、破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者は、共済事   

業を行う組合の役員となることができない。   

（役員に欠員を生じた場合の措置）  

第三十条のこ この法律若しくは定款で定めた役員の員数が欠けた場合には、任期の満了   

又は辞任により退任した役員は、新たに選任された役員が就任するまで、なお役員とし   

ての権利義務を有する。  

2 役員が欠けた場合において、事務が遅滞することにより損害を生ずるおそれがあると   

きは、行政庁は、利害関係人の請求により又は職権で、一時役員の職務を行うべき者を   

選任することができる。   

（役員の職務及び権限等）  

第三十条の三 理事は、法令、定款及び規約並びに総会の決議を遵守し、組合のため息実   

にその職務を行わなければならない。  

2 監事は、理事の職務の執行を監査する。この場合において、監事は、厚生労働省令で   

定めるところにより、監査報告を作成しなければならない。   

（理事会の権限等）  

第三十条の四 組合は、理事会を置かなければならない。  

2 理事会は、すべての理事で組織する■。  

3 組合の業務の執行は、理事会が決する。  
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（理事会の決議）  

第三十条の五 埋事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数（これを上回る   

割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）が出席し、その過半数（これを上   

回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）をもって行う。  

2 前項の決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることができない。  

3 理事会の議事については、厚生労働省令で定めるところにより、議事録を作成し、議   

事録が書面をもって作成されているときは、出席した理事及び監事は、これに署名し、   

又は記名押印しなければならない。  

4 前項の議事録が電磁的記録をもって作成されている場合における当該電磁的記録に記   

録された事項については、厚生労働省令で定める署名又は記名押印に代わる措置をとら   

なければならない。  

5 理事会の決議に参加した理事であって第三項の議事録に異議をとどめないものは、そ   

の決議に賛成したものと推定する。  

6 理事会の招集については、会社法第三百六十六条及び第三百六十八条の規定を準用す   

る。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。   

（理事会の決議の省略）  

第三十条の六 組合は、理事が埋事会の決議の目的である事項について提案をした場合に   

おいて、当該提案につき理事（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）   

の全員が書面又は電磁的記毒剥こより同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案につい   

て異議を述べたときを除く。）は、当該提案を可決する旨の理事会の決議があったもの   

とみなす旨を定款で定めることができる。   

（理事会の議事録）  

第三十条の七 組合は、理事会の日（前条の規定により理事会の決議があったものとみな   

された日を含む。次垣において同じ。）から十年間、第三十条の五第三項の議事録又は   

前条の意思表示を記載し、若しくは記録した書面若しくは電磁的記録（以下この条にお   

いて「議事録等」という。）をその主たる事務所に備え置かなければならない。  

2 （略）  

3 組合員は、組合に対して、その業務取扱時間内は、いつでも、次に掲げる請求をする   

ことができる。この場合においては、組合は、正当な理由がないのにこれを拒んではな   

らない。   

一 議事録等が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の写しの閲  

覧又は謄写の請求   

二 議事録等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録され  

た事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求  

4 組合の債権者は、役員の責任を追及するため必要があるときは、裁判所の許可を得て、   

組合に対し、議事録等について前項各号に掲げる請求をすることができる。  

5 裁判所は、前項の請求に係る閲覧又は謄写をすることにより、組合に著しい損害を及  
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ぼすおそれがあると認めるときは、同項の許可をすることができない。  

6 第四項の許可については、会社法第八百六十八条第一項、第八百六十九条、第八百七   

十条（第一号に係る部分に限る。）、第八百七十一条本文、第八百七十二条（第四号に   

係る部分に限る。）、第八百七十三条本文、第八百七十五条及び第八百七十六条の規定   

を準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。   

（理事会への報告の省略）  

第三十条の八 理事又は監事が理事及び監事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通   

知したときは、当該事項を理事会へ報告することを要しない。   

（代表理事）  

第三十条の九 理事会は、理事の中から組合を代表する理事（以下「代表理事」という。）   

を選定しなければならない。  

2 代表理事は、組合の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有する。  

3 前項の権限に加えた制限は、善意の第三者に対抗することができない。  

4 代表理事は、定款又は総会の決議によって禁止されていないときに限り、特定の行為   

の代理を他人に委任することができる。  

5 代表理事については、第三十条の二並びに会社法第三百五十条及び第三百五十四条の   

規定を準用する。   

（役員の兼聴禁止）  

第三十一条 監事は、理事又は組合の使用人と兼ねてはならない。   

（理事の自己契約等）  

第三十一条のこ 理事は、次に掲げる場合には、理事会において、当該取引につき重要な   

事実を開示し、その承認を受けなければならない。   

一 理辛が自己又は第三者のために組合と取引をしようとするとき。   

ニ 組合が理事の債務を保証することその他理事以外の者との間において組合と当該理  

事との利益が相反する取引をしようとするとき。  

2 民法（明治二十九年法律第八十九号）第百八条の規定は、前項の承認を受けた同項第   

一号の取引については、適用しない。  

3 第一項各号の取引をした理事は、当該取引後、遅滞なく、当該取引についての重要な   

事実を理事会に報告しなければならない。   

（役員の組合に対する損害賠償責任）  

第三十一条の三 役員は、その任務を怠ったときは、組合に対し、これによって生じた損   

害を賠償する責任を負う。  

2 前項の任務を怠ってされた行為が理事会の決議に基づき行われたときは、その決議に   

賛成した理事は、その行為をしたものとみなす。  

3 第一項の責任は、総組合員の同意がなければ、免除することができない。  
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（役員の第三者に対する損害賠償責任）  

第三十一条の四 役員がその職務を行うについて悪意又は重大な過失があったときは、当   

該役員は、これによって第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。  

2 次の各号に掲げる者が、当該各号に定める行為をしたときも、前項と同様とする。た   

だし、その者が当該行為をすることについて注意を怠らなかったことを証明したときは、   

この限りでない。   

一 理事 次に掲げる行為  

イ 第三十一条の七第一項及び第二項の規定により作成すべきものに記載し、又は記  

録すべき重要な事項についての虚偽の記載又は記録  

口 虚偽の登記  

ハ 虚偽の公告   

二 （略）   

（役員の連帯責任）  

第三十一条の五 役員が組合又は第三者に生じた損害を賠償する責任を負う場合におい   

て、他の役員も当該損害を賠償する責任を負うときは、これらの者は、連帯債務者とす   

る。   

（決算関係書類等の提出、備置き及び閲覧等）  

第三十一条の七 （略）  

2 組合は、厚生労働省令で定めるところにより、各事業年度に係る決算関係書類（貸借   

対照表をいう。以下同じ。）及び事務報告書並びにこれらの附属明細書を作成しなけれ   

ばならない。  

3 決算関係書類及び事務報告書並びにこれらの附属明細書は、電磁的記録をもって作成   

することができる。  

4 組合は、決算関係書類を作成した時から十年間、当該決算関係書類及びその附属明細   

書を保存しなければならない。  

5 第二項の決算関係書類及び事務報告書並びにこれらの附属明細書は、厚生労働省令で   

定めるところにより、監事の監査を受けなければならない。  

6 前項の規定により監事の監査を受けた決算関係書類及び事務報告書並びにこれらの附   

属明細書（次条第一項の適用がある場合にあっては、同項の監査を受けたもの）は、理   

事会の承認を受けなければならない。  

7 理事は、通常総会の招集の通知に際して、厚生労働省令で定めるところにより、組合   

員に対し、前項の承認を受けた決算関係書類及び事務報告書（監査報告又は次条第一項   

の適用がある場合にあっては会計監査報告を含む。）を提供しなければならない。  

8 理事は、監事の意見を記載した書面又はこれに記載すべき事項を記録した電磁的記録   

を添付して決算関係書類及び事務報告書を通常総会に提出し、又は提供し、その承認を   

求めなければならない。  

9 組合は、各事業年度に係る決算関係書類等（決算関係書類及び事務報告書並びにこれ  
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らの附属明細書（監査報告又は次条第一項の適用がある場合にあっては会計監査報告を   

含む。）をいう。以下この条において同じ。）を通常総会の日の一週間前の日から清算   

結了の登記の暗までの聞、主たる事務所に備え置かなければならない。  

岩 （略）  

＝ 組合員及び組合の債権者は、組合に対して、その業務取扱時間内は、いつでも、次に   

掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号に掲げる請求をするには、   

当該組合の定めた費用を支払わなければならない。   

一 決算関係書類等が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の写  

しの閲覧の請求   

二 前号の書面の謄本又は抄本の交付の請求   

三 決算関係書類等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記  

録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧の請求   

四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって組合の定めたものにより  

提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求  

第三十五条  

2 組合員が総組合員の五分の－（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、そ   

の割合）以上の同意を得て、会議の目的たる事項及び招集の理由を記載した書面を理事   

会に提出して総会の招集を請求したときは、理事会は、その請求のあった日から二十日   

以内に、臨時総会を招集すべきことを決しなければならない。  

3 前項の場合において、電磁的方法により議決権又は選挙権を行うことが定款で定めら   

れているときは、当該書面の提出に代えて、当該書面に記載すべき事項及び理由を当該   

電磁的方法により提供することができる。この場合において、当該組合員は、当該書面   

を提出したものとみなす。  

4 前項前段の電磁的方法（厚生労働省令で定める方法を除く。）により行われた当該書   

面に記載すべき事項及び理由の提供は、理事会の使用に係る電子計算機に備えられたフ   

ァイルへの記録がされた時に当該理事会に到達したものとみなす。  

第三十六条 総会は、この法律に別段の定めがある場合を除き、理事が招集する。  

2 理事の職務を行う者がないとき、又は前条第二項の請求があった場合において、理事   

が正当な理由がないのに総会招集の手続をしないときは、監事は、総会を招集しなけれ   

ばならない。   

（総会招集の手続）  

第三十七条  

2 前項各号に掲げる事項の決定は、前条第二項（第三十三条第四項において準用する場   

合を含む。）又は第四十七条のこ第四境の規定により監事が総会を招集するときを除き、   

理事会の決議によらなければならない。  

（理事等の説明義務）  
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